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新潟県スポーツ推進審議会 

会長 西原 康行 様 

 

 

新潟県知事 花角 英世 

 

 

次期新潟県スポーツ推進プランの策定について（諮問） 

 

 

標記について、スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 条）第 31 条及び新潟県

スポーツ推進審議会に関する条例（昭和 37 年新潟県条例第 23 号）第１条の規

定に基づき、別紙理由を添えて諮問します。 
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（理由） 
 

県では、平成 28 年度からの９年間を計画期間とする「新潟県スポーツ推進プ

ラン」を策定し、「県民がスポーツを通じて豊かな生活を送る社会」をビジョン

として、その実現に向け、「スポーツ振興と地域活性化の好循環」の創出を目標

に取組を進めてきました。 
 

 平成 30 年度以降は、競技力向上と生涯スポーツ振興の一体的な推進に向け、

県の組織体制を見直し、また令和４年度には観光文化スポーツ部の新設により、

スポーツを資源とした交流拡大に向けた体制を強化するなど、スポーツに係る

各分野が一丸となって取り組んできたところです。 
 

計画期間においては、国際大会における本県関係選手の活躍や、地域密着型

プロスポーツの盛り上がりを背景とした「みるスポーツ」の拡大など、一定の

成果に結びついた一方、成人のスポーツ実施率や国体（国スポ）総合成績は目

標に届いておらず、より一層の取組を積み重ねていく必要があります。 
 

また、こどもの運動・スポーツは、生涯にわたるスポーツへの関わり方や、競

技人口の裾野の拡大に大きな影響を与えるタイミングですが、こどもの体力は

低下傾向にあります。部活動の地域移行も契機として、地域の実情に応じたこ

どものスポーツ環境の充実を図ることも重要です。 
 

加えて、国の「第３期スポーツ基本計画」においては、今後５年間に総合的か

つ計画的に取り組む施策のひとつとして、「スポーツを通じた共生社会の実現」

が掲げられました。本県では、令和３年度に障害者スポーツに関する成果指標

を追加しましたが、着実に進展しているものの目標には届いていません。国の

計画も踏まえ、引き続きインクルーシブなスポーツ環境の整備を進めることが

求められています。 
 
 今後の本県のスポーツ推進に向けた新たな計画の策定においては、これらの

課題への対応に加え、「第３期スポーツ基本計画」や「新潟県スポーツの推進に

関する条例」等の上位計画のほか、少子高齢化といった社会の変化や、アーバ

ンスポーツ等の新しいスポーツへの関心の高まりも踏まえる必要があります。 
 
 以上を踏まえつつ、令和７年度からの次期新潟県スポーツ推進プランに盛り

込むべき内容として、次の点を含め幅広くご検討ください。 

 

１ 現行計画に基づき実施された施策の達成状況や課題の検証・評価 

２ こどもやスポーツに親しみのない人、障害のある人等、多様な主体におけ

るスポーツ機会の充実 

３ 県民に夢と感動を与える、世界や全国で活躍するトップアスリートの育成 

４ 総合型地域スポーツクラブの育成や部活動の地域移行への対応等、地域の

スポーツ実施体制の整備・充実 

５ 大規模スポーツイベントの誘致・開催や地域密着型プロスポーツの振興、

スポーツ合宿の促進等、スポーツを資源とした地域活性化・交流拡大 

 

 これらについて、自由闊達に御審議いただき、今後のスポーツ施策の推進の

方針や施策について御提示いただきますようお願いします。 

 

別紙 



 

＜新潟県スポーツ推進プラン 成果指標の達成状況＞ 

 

成果指標 現状値 

①国体総合成績 

目標：10 位台を定着させる 

36 位 

（令和５年） 

②本県成人の週１日以上のスポーツ実施率 

目標：65%とする 

51.2% 

（令和４年度） 

③本県児童生徒の体力テスト数値 

目標：全国平均値以上を維持し、児童生徒の

体力が最も高いとされている昭和 60

年頃の水準を超える 

概ね全国平均値以上を維持してい

るが、反復横とび以外は昭和 60 年

度の全国平均値に届いていない。 

（令和５年度） 

④障害のある人とない人がともに参加してい

るスポーツ教室・イベント等がある市町村数 

目標：30 市町村とする 

22 市町村 

（令和４年度） 

⑤大規模スポーツイベント観戦者数 

目標：平成 26 年度（基準年：696 千人）と比

較し増加させる 

711 千人 

（令和５年度） 

 


